
薬局機能情報提供制度の改正について 資料４－１

薬局機能情報提供制度とは

東京都の対応

○ 根拠
「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する
法律施行規則」の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第
１３７号）
・令和５年１１月１日公布 ・令和６年１月５日施行

○ 改正の趣旨
・複数の都道府県に所在する薬局の情報を横断的に検索できるように
するなど、住民・患者等の利便性を向上する観点から、現在の都道府
県ごとサイトによる公表から、薬局機能情報の全国統一的な検索・情
報提供システム（以下「医療情報ネット」という。）による公表
・薬剤師・薬局をとりまく環境の変化を踏まえ、薬局機能情報提供制
度に係る報告事項の一部見直し

○ 制度改正に伴う主な変更点
・全国統一システムの運用開始
令和6年1月：薬局からの報告受付開始
令和6年4月：住民向け公表開始
・報告項目の追加
・「定期報告」提出期限の変更（１月末日→３月末日まで）

○ 主な拡充項目
別紙資料４ー２、４ー３のとおり

制度改正の内容等

○ 令和５年11月に、制度改正について、薬局開設者へ周知
○ 全国統一システムの運用に向け、データ移行等を実施
○ 「令和５年度 定期報告」 依頼を、令和5年12月下旬 発送予定

○ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
第８条の２に基づき、医療を受ける者が薬局の選択を適切に行うために必要
な情報（以下「薬局機能情報」という。）について、薬局開設者が都道府県
知事に報告し、都道府県知事は、その薬局機能情報をインターネット等で住
民等に公表する仕組みのことである。

○ 東京都は、「東京都医療機関・薬局案内サービス ひまわり・ｔ-薬局いん
ふぉ」で公表している。

○ 薬局の名称、薬局の管理者などの変更は随時報告とし、前年の実績等の
全体項目については、年１回の「定期報告」時の報告としている。



薬局機能情報提供制度の改正について

令和5年度「医療機能情報提供制度・薬局機能情報提供制度の全国統一システム
の運用・保守・改修に係るプロジェクト管理支援業務」第1回検討委員会資料

資料４－２



薬局機能情報提供制度の改正について 資料４－３

改正の内容（主な拡充項目）

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和36 年厚生省令第１号）別表第１

○基本情報

・薬局の面積及び店舗販売業の併設の有無

○薬局サービス等

・相談できるサービスの方法
・施行規則第１条第２項第２号に規定する特定販売の実施に係る通信手段、実施する時間及び取り扱う医薬品の区分
・法第４条第５項第２号に規定する薬局医薬品並びに同項第３号に規定する要指導医薬品及び同項第４号に規定する一般用医薬品の取扱品目数
・健康増進法（平成14 年法律第103 号）第43 条第６項に規定する特別用途食品の取扱いの有無
・配送サービスの利用可否、方法、費用について

○業務内容、提供サービス

・登録販売者その他資格者の人数

・無菌調剤室又は無菌製剤処理に係る設備の有無、無菌製剤処理に係る

調剤を当該薬局において実施した回数及び無菌製剤処理に係る調剤を他

の薬局の無菌調剤室を利用して実施した回数

・麻薬に係る調剤の実施回数

・携帯型ディスポーザブル注入ポンプの取扱いの有無

・小児の訪問薬剤管理指導の実績の有無

・医療的ケア児への薬学的管理・指導の可否

・オンライン服薬指導の実施方法及び回数

・電子資格確認の仕組みを利用して取得した薬剤情報等を活用した調剤
の実施の有無

・リフィル処方箋の対応実績件数

・緊急避妊薬調剤の対応可否及びオンライン診療に伴う緊急避妊薬の調

剤の対応可否

・高度管理医療機器に係る業許可の有無

・検体測定室の実施

・災害・新興感染症への対応

・入退院時等の情報を医療機関と共有した回数

・受診勧奨の情報等を医療機関に提供した実績の有無

・調剤報酬上の位置付け

○その他

・その他医療を受ける者による薬局の選択に資する事項


